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別 紙  

平成21年慶子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱一部改正新旧対照表（案）  

現  行  改  正  後  

平成21年慶子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱  平成21年康子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱  

（通則）  

1 （略）   

（通則）   

1 （略）  

（交付の目的）  

2 （略）  

（交付の目的）  

2 （略）  

（交付対象事業）  

3 （略）  

（交付対象事業）  

3 （略）  

（交付額の算定方法）  

4 この交付金の交付板は、次の（1）から（5）により算定された額の合計額とする。  

（1）保育サービス等の充実（文部科学省関係を除く）  

保育サービス等の充実（文部科学省関係を除く）にかかる交付額は、次のアからキにより   

算定された額の合計額と運営要領に定める別添1、2及び5から7の事業を実施するための   

基金の造成に要する経費の実支出額から寄付金その他の収入板（なお、平成21年3月5日  

20文科初第1278号■厚生労働省発雇児第0305005号文部科学事務次官・厚生労働事務次   

官連名通知の別紙「平成20年康子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要   

綱」により事業を実施するための基金の造成に要した経費の実支出額及びその際の寄付金そ   

の他の収入額は含めないこと。）を控除した績とを比較して少ない方の板とする。  

ただし、この場合において算定された額に1，000円未満の端数が生じた場合には、こ  

れを切り捨てるものとする。   

（交付醸の算定方法）  

4 この交付金の交付頼は、次の（1）から（5）により算定された額の合計額とする。  

（1）保育サービス等の充実（文部科学省関係を除く）  

保育サービス等の充実（文部科学省関係を除く）にかかる交付較は、次の①と②により算  

定された額の合計額とする。   

＆ 次のア、イ、エからキ及びケにより算定された額の合計額と運営要領に定める別添1、  

2及び5から7の事業を実施するための基金の造成に要する経費の実支出額から寄付金そ  

の他の収入板（なお、平成21年3月5日20文科初案1278号・厚生労働省発雇児第  

0305005号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成20年慶子育て支  

援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」により事業を実施するための基金の  

造成に要した経費の実支出額及びその際の寄付金その他の収入額は含めないこと。）を控  

除した額とを比較して少ない方の額とする。  



ただし、この場合において算定された額に1．000円未満の端数が生じた場合には、   

これを切り捨てるものとする。  

墾歩のり畏びクに皐り算定された醸の合計額と運営要領lこ定める別添1、2及び6の事業  

卓実施するための基金の造成瑚貢（なお、  

製革廟005号文部科学事務  
次官り画朋滴時特例交付金（安  
心こど胡坤実支出  

盈幽の実支出額並びにそれらの造成の際の寄付金その   

他の収入額は含めないこと。）を畔方の額とする。   

ただし、この場合において算定された額に1．000円未満の端数が生じた場合にはし   

与れを切り捨てるものとすを。  

〔保育所等整備事業〕  

ア （略）  

イ （略）  

± 厚生労働玉里塾三必票と曜堕た翠  

〔広域的保育所利用事業〕  

壬 （略）  

オ （略）  

l，  

〔保育所等整備事業〕   

ア （略）   

イ （略）  

〔広域的保育所利用事業〕  

皇（略）  

エ （略）  

〔家庭的保育改修等事業〕  

を （略）  

旦 （略）  

〔家庭的保育改修等事業〕   

旦 （略）   

圭 （略）   

旦 厚生労働大臣が必要と認めた醸  

〔保育の質の向上のための研修事業等〕   

土 （略）  

（2）～（5） （略）  

〔保育の質の向上のための研修事業等〕   

圭 （略）  

（2）～（5） （略）   



（交付の条件）   

5 （略）  

（交付の条件）  

5 （略）  

（申請手続）  

6 この交付金の交付の申請は、4（4）②にかかる額を除き、別紙様式1による申請書に関係   

書類を添えて、平成21年7月31日までに文部科学大臣及び厚生労働大臣に提出して行うも   

のとする。  

（申請手続）  

6 この交付金の交付の申請は、4（1）②及び4（4）②にかかる額を除き、別紙様式1によ   

る申請書に関係書類を添えて、平成21年7月31日までに文部科学大臣及び厚生労働大臣に   

提出して行うものとする。  

（変更中括手続）  

7 4（4）②にかかる銀の交付の申請は、別紙様式1に準じた変更交付申請書に関係書類を添   

えて、別に定める日までに文部科学大臣及び厚生労働大臣に提出して行うものとする。  

（変更中話手続）  

7 4（1）②及び4（4）②にかかる頼の交付の申請は、別紙様式1に準じた変更交付申請書  

に関係書類を添えて、別に定める日までに文部科学大臣及び厚生労働大臣に提出して行うもの   

とする。  

（交付決定までの標準的期間）  

8 （略）  

（交付決定までの標準的期間）  

8 （略）  
く■  

（実績報告）  

9 （略）  

（実績報告）  

9 （略）  

（その他）   

10 （略）   

（その他）  

佃 （略）  



（別紙様式1） （略）  （別紙様式1）（略）  

基金造成経t所事頓調暮  基金造成経書所手鑑調暮  

縫tの支出予定鎖  の収入■   
交付金所要義  

区分   基金遠慮に妻する  専付会その他  差引■  算出された   くCとDモ比概して       （A－8）  合計葉  
夕ない万Ot）  

くA）   （B）   （C）   （D）  

円  円  円  l召  円   

（1）保育サービス等の充実  
（文邪科学省関係を繰く）  

（2）保育サービス等の充実  
（文郡科学曹関係）  

（3）すべての子ども・葺磨への   
支援  

（4）ひとり鶴♯戚尊への支醜の   
拡充  

（6）社会的暮遵の拡充  

▲  Iト  

基金遠層に芋する  書付会その他  差引頓  算出された   
経書の支出予定■  の収入徽  （A－8）   交付金所要爛 （CとDモ此繊して          合計書  

区分  少ない方¢甘）   

（A）   （B）   （C）   （D）   

円  円  円  円  円   
①  

（1）保育サービス等の充実  

（文部科学曹舛係を陰く）               ◎             合計     ／   ′     ／     ／  ノ  ／  

（2）保育サービス等の充実  
（文部科学甘関係）  

（3）すべての子とも・責庭へ  
の   
支援  

（4）ひとり鶴鳶磨等への支躍  
の   ◎  
拡充   合計      ／     ／  ノ  ／     ／  

（6）社会的養護の拡充  

・▲  計  

別紙2 （略）  別紙2 （略）  

（別紙様式2）（略）   （別紙様式2）（略）  



別紙1  別紙1  

到底1   
別紙1   

基金選成柊t精算暮  基金造成纏t†l纂暮  

書雲墓地書出た含幣交付訝義 区分 墓地 区分 交誓 

円 円 円 円 円 円 円 円  円 円 。 円  円  

①  
（1） 

（1）保育サービス等の充実  
（文部科学省隅係を除く）  

（要言蒜盲孟≡富芸亨）◎  合計ノ／／／／  
（2）俸藷サービス等の充実  

（2）保育サービス等の充実  
（文部科学書関係）  

（文辞科羊曹関係）  

（3）すべての子とも・裏庭へ  （3）すべての子ども・家庭への  
の  支援  
支捷  

（4）ひとり隷森岳尊への支疲①  （4）ひとり鑓真庭等への支捷の   
の  ◎   拡充   
拡充  合計ノ／ ／ ／ ／  

（5）脚養…充  
（5）社会的土讃の拡充  

合計  合 計   と  

別紙2（略）  別紙2（略）  

（別紙様式3）く略）  （別紙様式3）（略）   

－
∽
－
 
 
 



訂
 
 
 



別 紙  
安心こども基金管理運営要領一部改正新旧対照表（案）   

・、J  



改  正  後  現  行   

別添   別添  
子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別対策事業  子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別対策事業   

（定義）  （定義）   

1 （略）  1 （略）   

2 本運営要領において、「特別対策事業」とは、次の表に掲げる事業をいい、④欄の実施主体             2 本運営要領において、「特別対策事業」とは、次の表に掲げる事業をいい、④欄の実施主体   
が②欄の事業内容を実施する場合、⑤欄に掲げる補助率を適用することとする。  が②欄の事業内容を実施する場合、⑤欄に掲げる補助率を適用することとする。  

○丈椚■の■■  ○■二■重爆  8－■■‖■  ¢区分   ¢雷■内さ  
■ ■■｛■■川■H  モ■●暮■l■■  研■■H■  

＝）■■蔵l■■■暮l  平■22年丘未   

0良■新天皇t■■暮（幾霹1）  巾t】‾材   

■  
く、財軟力が乏しい一打割における良書所の書換専について、i加的財敦檜  C増加■l¢3（l）亡隷きナも檜■r繊  

優  20年虞交付■  
含  ■■（l）  2ノユトい川  
サ   

21年塵交付■  C相加■lのユ（ヱ）仁」■±▼尋簡■汁  

ビ  綱ヰ（1）ナ及び  

ス  イ  l／2－1／イ  
● の  簡町村  l／ヱ  l′◆  

充 ★  
さホ■f中心止Lて．言買物井に上る腰房事∬ 畢■22躍」■東  

白歯の畏盲士に上る保育i算入粛気重の基点サービス毛＃】■する．  

補助基準額）   （補助基準碩）  

3 （略）  3 （略）   

－
0
0
－
 
 

．
㌧
1
 
 
 



別添1  
保育所緊急整備事業   

1 事業の目的  
待機児童解消のための保育所の創設や老朽改築による保育環境整備などの保育所の施設整備   

に要する費用の一部を補助することにより、子どもを安心して育てることが出来るような体制   

整備を行うことを目的とする。   

2 事業の内容  

（1）事業内容  

保育所（認定こども園を構成する保育所を含む。）の新設、修理、改造、整備を実施す  
る。この際に、設置者負担の軽減や、保育所の設置促進を図るため、待機児童が多く財政力  
が乏しい市町村や都市部について、追加的財政措置を講じる。  

また、小学校内等において教材等の保管場所として使用されている空き教室等を保育所  

保育所緊急整備事業  

2 事業の内容  

（1）事業内容  

保育所（認定こども園を構成する保育所を含む。）の新設、修理、改造、整備を実施す  
る。この際に、設置者負担の軽減や、保育所の設置促進を図るため、待機児童が多く財政力  
が乏しい市町村や都市部について、追加的財政措置を講じる。  
また、地域の余裕スペースを活用した保育所の分園等の設置促進を図る。  
ただし、下記3（2）の対象事業については、平成22年1月28日以降に事業を開始す  （分園）として使用するために必要な建物改修、倉庫設備の設置を実施する  
るものに限る。   

（2）整備対象施設   
（略）   

（3）事業の実施主体   
（略）   

（4）整備対象施設の設置主体（事業者）   
（略）  

（2）整備対象施設  
児童福祉法（昭和22年法律第164号）第35条第4項に規定する保育所   

（3）事業の実施主体  
市町村   

（4）整備対象施設の設置主体（事業者）  
社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こども園を構成する幼稚園及び保育所設置者が  
同一の学校法人である場合において当該保育所の施設整備を行う場合に限る。）、日本赤十  

字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若しくは特例団法人   

3 補助基準額・補助率等  

（1）地方交付税交付団体、かつ、平成21年2月1日現在の待機児童数が原則10人以上、か  

つ、平成22年廣末までに以下の表の保育所定員が純増する整備を実施する市町村が創設、   
増築、増改築による整備を行う場合（公立保育所の民営化等による定見の増減を含む。）。  
（注）「地方交付税交付団体」とは、平成20年度から平成22年産までの聞に「地方交付税交付団体」  
となった年度以降の市町村をいう。  

く」○  

3 補助基準額・補助率等  
（1）地方交付税交付団体、かつ、平成21年2月1日現在の待機児童数が原則10人以上、か   
つ、平成22年度末までに以下の表の保育所定員（家庭的保育手業を含む）につい工純増す   

る整備を実施する市町村が創投、増築、増改築による整備を行う場合（公立保育所の民営化   
等による定見の増減を含む。）。   
（注）「地方交付税交付団体」とは、平成20年度から平成22年度までの間に「地方交付税交付団体」  
となった年度以降の市町村をいう。  

必要な純増整   

5．999人以下の市町村   60人以上   

6，000人以上11．999人以下の市町村   180人以上   

12，000人以上17，999人以下の市町村   300人以上   

18．000人以上25，999人以下の市町村   420人以上   

26，000人以上  の市町村   660人以上   就学前の児童人口  

必要な純増星星   

5．999人以下の市町村   60人以上   

6．000人以上11，999人以下の市町村   180人以上   

12，000人以上17，999人以下の市町村   300人以上   

18，000人以上25，999人以下の市町村   420人以上   

26，000人以上  の市町村   660人以上   就学前の児童人口  

① 補助基準額   
（略）  

① 補助基準額   
ア 定員規模による定額（「標準」単価）   



ただし、都市部（「都市部」とは、平成20年4月1日現在の人口密度が、   

1，000人／kポ以上の市町村をいう。以下同じ。）については、割増単価  

（「都市部」単価）を適用   

イ 創設時に放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算   
り 設計料加算として、総事業費の5％を別途加算   

工 保育所開設準備費加算  

定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運営費負  

担金（「児童福祉法による保育所運営費国庫負担金について」（昭和51年4月16日  

厚生省発児第59号の2）。以下同じ。）における3歳児の保育単価月額の1／2の金  
額を定員数の増分加算   
オ 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用   
力 増改築の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費が対象   
キ 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規  
定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準額表中A地域  
基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、0．08を乗じて  
得られた基準額を加算  

② 補助率  
国2／3、市町村1／12、事業者1／4   
（注）財政上の特別措置  

次の表の①に掲げる場合は、上記に関わらず②の補助率を適用する。  

② 補助率   
（略）  

②補助率  
①  区  分  

国   柵村  

沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第4条第1項に  3／4   り8   

規定する沖縄振興計画に基づ〈事案として行う場合   

③ 補助対象事業（整備区分）  
創設、増築、増改築   
（注：増改築のうち、改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とする。）   

③ 補助対象事業（整備区分）   

（略）  

（2）地方交付税交付団体、かつ、平成22年2月1日現在の待機児童数が原則10人以上、か  
つ、三郎輝（家庭的保育事業を含む）lこついて純増す  
る整備を実施する市町村が地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活  
用して、定員30名までの小規模な保育所を整備する事業を行う場合（公立保育所の民営化  

等l詫る定員の増減を含む。）。   

（注）瑚：「地方交  
付税交付団体」である市町村をいう。  



① 補助基準額   
ア卿（「標準」単価）  
ただし、都市部（「都市部」とは、平成20年4月1日現在の人口密度が、  
1，000人／k岬些塵   
（「都市部」単価）を適用  

イ 地域の余裕スペース活用促進加算として3，000干円を本体工事の補助基準額に加  

その際、都市部については、地域の余裕スペース促進加算を3．300千円とする。  
ウ 紳引こ放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算  
工 設計料加算として、総事業費の5％を別途加算  

オ 保育所開設準備費加算  
定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運営費負   

担金における3歳児の保育単価月額の1／′2の金額を定員数の増分加算  
力 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用  
キ爛象  
ク 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規  
定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準額表中A地域  
基準額を適用し、その定める方法により算出された基準客員に対して、0．08を乗じて   
得られた基準額を加算   

② 補助率  
国2／3、市町村1／12、事業者1／4  
（注）財政上の特別措置  

次の表の①に掲げる場合は、上記に関わらず（∋の補助率を適用する。  

②補助率  
①  区  分  

国   市晰  

沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第4条第1項に  り8  1／8   

規定する沖縄振興計画に基づく事業として行う場合   

③僻（整備区分）   
創設、増築、増寧築  
（注二増改築のうち、改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とする。）   



（旦）（1）以外の場合  

（D 補助基準額  

ア 定員規模による定額（「標準」単価）  
ただし、都市部（「都市部」とは、平成20年4月1日現在の人口密度が、  
1．000人／kn了以上の市町村をいう。以下同じ。）については、割増単価  
（「都市部」単価）を適用  

イ 創設時に放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算  
り 設計料加算として、総事業費の5％を別途加算  

工 保育所開設準備費加算  
定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運営費負  

担金における3歳児の保育単価月額の1／2の金額を定員数の増分加算  

オ 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用  
力 改築、増改築の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工事責が対象  
キ 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規  
定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準額表中A地域  
基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、0．08を乗じて  
得られた基準額を加算  

② 補助率  
国1／2、市町村1／4、事業者1／4  
※ ただし、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備（（1）の③に係る増改  
築の場合を除く。）の整備区分については、（1）に該当する市町村についても  
（旦）の対象とし、補助率を1／2とする。  

（j主）財政上の特別措置  

次の表の①欄に掲げる場合は、上記に関わらず②欄の補助率を適用する。  

（3）（1）、（2）以外の場合  
① 補助基準額   

（略）  

② 補助率   
国1／2、市町村1／4、事業者1／4   
※ ただし、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備（（1）の③及び（2）の  
塵に係る増改築の場合を除く。）の整備区分については、（1）及び（2）に該当する  

市町村についても（旦）の対象とし、補助率を1／2とする。  

（注）財政上の特別措置  

次の表の（か欄に掲げる場合は、上記に関わらず②欄の補助率を適用する。  

（略）  

②補助率  
（か 区 分   

国   市l瞞  韓看   

沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号〉 第4粂第1項に  3／4  1／8  1／8   
規定する沖縄振興計画に基づく事業として行う場合   

公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法  5．5／10  1／4  1／5   
律（昭和46年法律第70号）第2条第3項に規定する公害防止   
対策事業として行う場合   

過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第6条   
第l項に規定する過疎地域自立促進市町村計画に基づく事業とし   
て行う場合   

山村振興法（昭和40年法律第64号）第8条第1項の規定に基   
づく山村振興計画に基づく事業として行う場合（地方交付税法（昭   
和25年法律案211号）第14条の規定により算定した市町村   
の基準財政収入額を同法第11条の規定により算定した当該市町   
村の基準財政需要額で除して得た数値で補助年度前3か年度内の   
各年度に係るものを合算したものの3分の1の数値が0．4未満   
である市町村の区域内にあるものに限る。（創設を除く。））   



③ 補助対象事業（整備区分）  
創設、増築、増改築、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備  

③ 補助対象事業（整備区分）   

（略）  

（3）小学校内等において教材等の保管場所として使用されている空き教室等を、保育所（分   

園）として使用するために必要な建物改修、倉庫設備の設置を実施する場合   

① 補助基準額   
ア瑚 3，000千円  

保育所（分園）設置のため、卿宣した  
場合に定額（「標準」単価）を適用  
七だし、都市部は割増単価（「都市部」単価）を適用   

イ恥 13，000千円  

保育所（分園）設置のため、空き教室等を改修した場合に定額（「標準」単価）を適  

用  
1±だし、都市部は割増単価（「都市部」単価）を適用  
ウ 上記のイには、設計料加算として、総事業費の5％を別途加算  

工 保育所開設準備費加算  
定員増を伴う整備（創設を含む）㈱台年度の保育所運営費負  
担金における3歳児の保育単価月額の1／2の金績を定員数の増分加算  

② 補助率  
国1／2、市町村1／4、事業者1／4  

（3）剋墜  

4 対象経費  4 対象経費  
（略）  

種 目   対 象 経 費   

本体工事費   施設の整備に必要な工事費又はエ事請負費及びエ事事務費（エ事施エのため直  
接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本責  
及び設計監督料等をいい、その額は、エ事責又はエ手話負費の2．6％に相当す  
る領を限度額とする。）。  

ただし、別の補助金等又はこの種自とは別の種目において別途交付対象とする  
費用を除き（以下同じ。）、エ事責又はエ手話負真には、これと同等と認められ  
る委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む（以下同じ。）。   

保育所開設準  
備費加算   

特殊附帯工事  
責   

解体撤去工事  解体撤去に必要な工事費又はエ手話負責及び仮設施設整備に必要な賃借料、エ   
費及び仮設施  
設整備工事費  
（改築・増改築  

の場合が対象）   



5 留意事項   
（略）  

5 留意事項  
（1）次に掲げる費用については、対象としないものとする。   

① 土地の買収又は整地に関する費用   
② 職員の宿舎に要する費用   
③ その他施設整備費として適 

（2）この事業により施設整備を行う際に、過去に厚生労働省所管一般会計補助金等の交付を受  

け取得した財産について、取り壊し等の財産処分を行う場合には、平成20年4月17日雇   
児発第0417001号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」によ  
る財産処分の承認手続き等が必要であるので、厚生労働省又は各地方厚生局若しくは地方厚   
生支局と事前に相談すること。   

（3）保育所開設準備費加算について  

平成20年度補正予算（第1号）における保育所施設整備費補助金又は認定こども園施設   
整備費補助金により整備した保育所については、保育所開設準備費加算の交付ができるもの  
とする。   
（か 交付額  

整備事業開始年度の保育所運営費負担金における3歳児の保育単価月額の金額を定員数  
の増分加算   
② 補助率  
国1／2、市町村1／4、事業者1／4  

∃   



別添2  

賃貸物件による保育所整備事業   

1 事業の目的   

保育所を整備するにあたり、都市部を中心に保育所の整備が困難な状況にかんがみ、賃貸物   
件による保育所の設置に要する費用の一部を補助することにより、子どもを安心して育てるこ   
とが出来るような体制整備を行うことを目的とする。  
また、急増する待機児童に対応するため、国の基準を満たす保育施設の開設に当たっては、   
この基金により特別な支援を行い、良質な保育体制の充実を図る。   

2 事業の内容  
（1）事業内容  

賃貸物件により、新たに保育所等を設置する場合に、賃借料（開設前の改修等期間を含   
む。）及び借上時における改修費等の補助を行う。ただし、借り上げが、平成21年1月27  
日以降の新規契約のものに限る。  
なお、下記3（1）③のうち、「認可基準を満たす認可外保育施設の小規模な分国型保育施   
設」の場合は、借り上げが、平成21年5月29日以降の新規契約のものに限る。  

賃貸物件による保育所整備事業  

1 事業の目的   
（略）  

2 事業の内容  
（1）事業内容  

賃貸物件により、新たに保育所等を設置する場合に、賃借料（開設前の改修等期間を含   
む。）及び借上時における改修費等の補助を行う。ただし、借り上げが、平成21年1月2  
7日以降の新規契約のものに限る。  
なお、下記3（2）①りのうち、「認可基準を満たす認可外保育施設の小規模な分園型保   
育施設」の場合は、借り上げが、平成21年5月29日以降の新規契約のものに限る。   

の対t書‡については、借り上げが、平成22年1月28日以降の新  
規  

（2）借上対象施設   

（略）  

（2）借上対象施設  

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第35条第4項に規定する保育所（以下「認可保   
育所」という。）、又は、児童福祉法に基づく児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令   
第63号）における保育所の認可基準を満たす施設（以下「認可基準を満たす認可外保育施   
設」という。）及び認可基準を満たす認可外保育施設の小規模な分園型保育施設。   

（3）事業の実施主体  
市町村   

（4）借上対象施設の設置主体（事業者）  
市町村以外の看であって、継続的に保育を実施できる者   

3 補助基準板■補助率   

（3）事業の実施主体  
（略）   

（4）借上対象施設の設置主体（事業者）  
（略）   

3 補助基準額・補助率葦  
⊥⊥   

な保晰を印する榊を行う脈（公立保†所の民営   

岬⊂「地方交  
付税交付団体」である市町村をいう。  

就学前の児童人口   必要な純増数   

5．999人以下の市町村   60人以上   

6．000人以上11，999人以下の市町村   180人以上   

12，000人以上17．999人以下の市町村   300人以上   

18．000人以上25．999人以下の市町村   420人以上   

26．000人以上  の市町村   660人以上  



の 補助基準額  
ア 賃借料補助  
契約家賃 認可保育所（本圃・分園※）1施設当たり 4，000万円  

イ 改修費等補助  
認可保育所   
本圃の場合  1施設当たり 2，500万円  

分園※の場合 1施設当たり 2，000万円  
※20人未満分園を含む。   

② 補助率  
国2／3、市町村1／12、事業者1／4  

（1）補助基準額   （2）＝）以外の場合  

塁 補助基準額   
ヱ 賃借料補助  
契約家賃 認可保育所（本園・分圏※）1施設当たり 4．000万円  

土 改修費等補助  
認可保育所  
本圃の場合 1施設当たリ 2，500万円  
分園旗の場合 1施設当たり 1，500万円  

※20人未満分園を含む。  

2 保育所開設準備費  
認可基準を満たす認可外保育施設 1施設当たり 3，000万円  
認可基準を満たす認可外保育施設の小規模な分園型保育施設  

1施設当たり 1，500万円   

② 補助率  
国1／2、市町村1／4、事業者1／4   

4 対象経費  

塁 賃借料補助  
契約家賃 認可保育所（本圃一分園※）1施設当たリ 4．000万円  

② 改修費等補助  
認可保育所  
本圃の場合 1施設当たり 2．500万円  
分圏域の場合1施設当たり 1，500万円  

※20人未満分園を含む。  

塵 保育所開設準備費  
認可基準を満たす認可外保育施設 1施設当たり 3．000万円  
認可基準を満たす認可外保育施設の小規模な分園型保育施設  

1施設当たり 1，500万円   

⊥旦L補助率  

国1／2、市町村1／4、事業者1／4   

4 対象経費  

種 目   対 象 経 費   

旦＿1⊥L企   既存建物を借り上げて保育所の本圃・分国を設置し、保育を実施する場合に貸   

賃借料補助   し主に対して支払う礼金及び建物賃借料（敷金は除く。）にかかる費用   

旦⊥1＿L塵   既存建物を借り上げて保育所の本圃・分園を設置し、保育を実施する場合に必   

改修費等補助   要な設備整備及び改修整備等にかかる費用   

旦＿＿上＿1＿L塵   既存建物を借り上げて保育を実施する場合に必要な貸し主に対して支払う礼金   

保育所開設準  

備費   

種 目   対 象 経 費   

3（1）のア及び  既存建物を借り上げて保育所の本圃・分園を設置し、保育を実施する場合に貸   
旦姐  し主に対して支払う礼金及び建物賃借料（敷金は除く。）にかかる費用   
賃貸料補助  

3（1）のイ及び  既存建物を借り上げて保育所の本医卜分園を設置し、保育を実施する場合に必   
旦＿辿＿企土  

改修費等補助   

旦＿辿＿包皇   既存建物を借り上げて保育を実施する場合に必要な貸し主に対して支払う礼金   
保育所開設準  

備責   

別添3～別添5 （略）  別添3～別添5 （略）   



別添6  

家庭的保育改修等事業   

1 事業の目的  
保護者や地域の事情に応じた多様なニーズに応える観点から、家庭的保育事業（保育ママ）を   

推進するため、その実施場所にかかる改修に要する費用及び賃借料の一部を補助し、また、家庭   
的保育者に対して行う研修や家庭的保育者になる際に必要となる知識を習得するための研修の実   
施に要する費用の一部を補助することにより、子どもを安心して育てることが出来るような体   
制整備を行うことを目的とする。   

2 事業の内容  
（1）事業内容   

（D 家庭的保育改修事業  

児童を保育する家庭的保育者又は家庭的保育者を雇用する保育所を経営する者が、そ  
の居宅や賃貸アパート等で家庭的保育事業を実施するため、保育環境を整えるための建  
物の改修等を実施する。  
家庭的保育事業を実施するに当たり、連携保育所として育児・保育に関する技術的な  
支援等を行う保育所を経営する者が、保育環境を整えるための建物の改修等を実施す  
る、、   

家庭的保育改修等事業  

1 事業の目的  
（略）  

2 事業の内容  
（1）事業内容   

① 家庭的保育改修事業  
児童を保育する家庭的保育者又は家庭的保育者を雇用する保育所を経営する者が、そ  
の居宅や賃貸アパート等で家庭的保育事業を実施するため、保育環境を整えるための建  
物の改修等を実施する。  
家庭的保育事業を実施するに当たり、連携保育所として育児・保育に関する技術的な  
支援等を行う保育所を経営する者が、保育環境を整えるための建物の改修等を実施す  
る。  
また、下記3（1）閻引こ事業を開始す  
るものに限る。   

ア 事業の対象者  
（ア）「保育対策等促進事業の実施について」（平成20年6月9日雇児発第060900  
1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による国庫補助事業を実施している家  
庭的保育者又は保育所を経営する者  

（イ）（ア）の国庫補助事業を実施すること（地方単独事業からの転換を含む。）を予定し  
ている家庭的保育者又は保育所を経営する者  
（注）①の事業の対象となる保育所の設置主体は、社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こど  

も園を構成する幼稚園及び保育所の設置者が同一の学校法人である場合において当該保育所の  
改修を行う場合に限る。）、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若  

しくは特例財団法人とする。  
イ 改修事業等の事例   
・家庭的保育専用室を設置するための改修工事   
・冷暖房器具（クーラー、暖房器具、床暖房等）の設置  
t幼児用トイレの設置   

・幼児用シンクの設置   
・幼児用バス（沐浴槽の設置）   
・調乳ユニットの設置   

・玄関スロープ、玄関ベンチの設置   
・屋外シャワー、日よけネットの設置   
・庭の整備（人工芝、砂の入れ替え）   

・畳替え、障子の弓長り替え、壁紙の張り替え  
■保育室、調理スペースの間仕切り   
・センサー付きベッドの設置   

■業務省力化に係る備品の購入（パソコン、プリンター等）   

② 家庭的保育賃借料補助事業  
自宅以外の賃貸アパート等の賃貸物件により、新たに家庭的保育事業を実施するため   
の実施場所の賃借料の補助を行う。ただし、借り上げが平成21年5月29日以降の新  

ア 事業の対象者   
（ア）「保育対策等促進事業の実施について」（平成20年6月9日産児発第060900  
1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による国庫補助事業を実施している家  
庭的保育者又は保育所を経営する者   

（イ）（ア）の国庫補助事業を実施すること（地方単独事業からの転換を含む。）を予定し  
ている家庭的保育者又は保育所を経営する者   

（注）①の事業の対象となる保育所の設置主体は、社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こど  

も園を構成する幼稚園及び保育所の設置者が同一の学校法人である場合において当該保育所の  
改修を行う場合に限る。）、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社臥去人若  
しくは特例財団法人とする。   

イ 改修事業等の事例  
・家庭的保育専用室を設置するための改修工事  
・冷暖房器具（クーラー、暖房器具、床暖房等）の設置  
・幼児用トイレの設置  
・幼児用シンクの設置  
・幼児用バス（沫浴槽の設置）  
・調乳ユニットの設置  

・玄関スロープ、玄関ベンチの設置  
・屋外シャワー、日よけネットの設置  
・庭の整備（人工芝、砂の入れ替え）  
・畳替え、障子の張り替え、壁紙の張り替え  
t保育室、調理スペースの間仕切り  
・センサー付きベッドの設置  
・業務省力化に係る備品の購入（パソコン、プリンター等）   

② 家庭的保育賃借料補助事業  
自宅以外の賃貸アパート等の賃貸物件により、新たに家庭的保育事業を実施するため   
の実施場所の賃借料の補助を行う。ただし、借り上げが平成21年5月29日以降の新   



規契約のものに限る。   
また、下記3（1）の対象事業については、借り上げが、平成22年1月28日以降の   

規契約のものに限る。  

新規契約のものに限る。  

ア 事業の対象者   
（ア）「保育対策等促進事業の実施について」（平成20年6月9日屋児発第060900  
1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による国庫補助事業を実施している  

家庭的保育者又は保育所を経営する者   
（イ）（ア）の国庫補助事業を実施すること（地方単独事業からの転換を含む）を予定して  

いる家庭的保育者又は保育所を経営する者   
（注）②の事業の対象となる保育所の設置主体は、社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こど  

も園を構成する幼稚園及び保育所の設置者が同一の学校法人である場合において当該保育所の  
改修を行う場合に限る。）、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若  
しくは特例財団法人とする。   

イ 事業対象となる賃借物件の要件   
（ア）幼児用バス（沐浴槽）が整備されていること   
（イ）乳幼児用のトイレが整備されていること   

（ウ）保育スペースが1階に設置されていること。なお、1階で実施できない場合は、児童  
福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第63号）第32条第8号の基準を満たすこと  

③ （略）  

ア 事業の対象者  
（ア）「保育対策等促進事業の実施について」（平成20年6月9日雇児発第060900  
1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による国庫補助事業を実施している  
家庭的保育者又は保育所を経営する者  

（イ）（ア）の国庫補助事業を実施すること（地方単独事業からの転換を含む）を予定して  

いる家庭的保育者又は保育所を経営する者  
（注）②の事業の対象となる保育所の設置主体は、社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こど  

も園を構成する幼稚園及び保育所の設置者が同一の学校法人である場合において当該保育所の  
改修を行う場合に限る。）、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若  
しくは特例財団法人とする。  
イ 事業対象となる賃借物件の要件  
（ア）幼児用バス（沐浴槽）が整備されていること  
（イ）乳幼児用のトイレが整備されていること  
（ウ）保育スペースが1階に設置されていること。なお、1階で実施できない場合は、児童  
福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第63号）第32条第8号の基準を満たすこと   

③ 家庭的保育者研修事業  
家庭的保育事業を実施する家庭的保育者等の研修及び家庭的保育事業を実施することを予  
定している者の研修を実施する。また、家庭的保育者等が研修（都道府県、市町村が必要と  
認める研修に限る。）に参加するために必要な費用の補助を行う。  

ア 研修の対象者  
（ア）「保育対策等促進事業の実施について」（平成20年6月9日雇児発第060900  
1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による国庫補助事業を実施している家  

庭的保育者、家庭的保育補助者、家庭的保育支援者  
（イ）（ア）の国庫補助事業を実施すること（地方単独事業からの転換を含む）を予定して  
いる家庭的保育者、家庭的保育補助者、家庭的保育支援者  

イ 事業者  
社会福祉法人、都道府県又は市町村が適当と認めた者   

（2）事業の実施主体  

（か 家庭的保育改修事業  

市町村  

② 家庭的保育賃借料補助事業  
市町村  

③ 家庭的保育者研修事業  
都道府県、市町村  

（2）事業の実施主休   

（略）  

3 補助基準額・補助率量  
（1）地方交付税交付団体、かつ、平成22年2月1日現在の待機児童数が原則10人以上、か  

3 補助基準縫・補助率   

つ、平成22年度末までに以下の表の保育所定員（家庭的保育事業を含む）について純増す  
る市町村が地域の余裕スペ「ス（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活用して家庭的保  

嬢ヨ  



育改修事業・家庭的保育賃借料補助事業を行う場合（公立保育所の民営化等による定員の増  

減を含む。）。  
（注）「地方交付税交付団休」とは、都道府県が市町村に対して助成の決定を行う年度において「地方交  

付税交付団休」である市町村をいう  

就学前の児童人口   必要な純増数   
5．999人以下の市町村   60人以上   

6，000人以上11，999人以下の市町村   180人以上   
12，000人以上17，999人以下の市町村   300人以上   
18，000人以上25，999人以下の市町村   420人以上   

26，000人以上  の市町村   660人以上   

塾 補助基準額   
王 家庭的保育改修事業  
保育所で行う場合  
保育所以外で行う場合  

1か所当たり 20．000千円  

1か所当たり  2．200千円   

土 家庭的保育賃借料補助事業  
家庭的保育者1人当たり月額  55干円   

② 通塾率  
国2／3、市町村1／3  

廷 
① 補助基準額  
王 家庭的保育改修事業  
保育所で行う場合  1か所当たり 20．000千円  
保育所以外で行う場合 1か所当たり  2，000千円  

（ユ）補助基準額   

金 家庭的保育改修事業  
保育所で行う場合  
保育所以外で行う場合  

1か所当たり 20．000千円  
1か所当たり  2．000干円  

土 家庭的保育賃借料補助事業  
家庭的保育者1人当たり月額  

㊤ 補助率  
国1／2、市町村1／2   

L蔓＿L家庭的保育者研修事業   

塁 補助基準額  
家庭的保育者1人当たり  

② 家庭的保育賃借料補助事業  
家庭的保育者1人当たり月額  50干円  50干円  

昼 家庭的保育者研修事業  
家庭的保育者1人当たり   133千円  

133千円  

金 補助率   
ア 市町村が実施主体となる場合  
国1／2、市町村1／2   

イ 都道府県が実施主体となる場合  
国1／2、都道府県1／2  

し星ユ＿＿補助率   

① 家庭的保育改修事業  
国1／2、市町村1／2  

② 家庭的保育賃借料補助事業  
国1／2、市町村1／2  

（∋ 家庭的保育者研修事業  

ア 市町村が実施主体となる場合  
国1／2、市町村1／2  

イ 都道府県が実施主体となる場合   



国1／2、都道府県1／2  

4 対象経費  

（1）家庭的保育改修事業  
家庭的保育事業を実施する場合に必要な設備整備及び改修整備等にかかる費用   

（2）家庭的保育賃借料補助事業  
家庭的保育事業を実施する場合に必要な賃借料   

（3）家庭的保育者研修事業  
家庭的保育者研修事業を実施する場合に必要な賃金、諸謝金、旅費、需用費（消耗品費、  
印刷製本責、会議費）、役務費（通信運搬費等）、委託料、使用料、賃借料等及び研修参加  
のための職員の代替に伴う賃金、研修参加費等   

別添7～別添22 （略）   

4 対象経費   
（略）  

別添7～別添22 （略）  



改  正  後  現  行  

※対比しやすくするため一部順番を変更している。   

（別表）補助基準額表  （別表）補助基準額表   

（通則）（略）  （通則）（略）   

1．保育サービス等の充実  1．保育サービス等の充実   

（1）保育所等整備事業  （1）保育所等整備事業   

○保育所緊急整備事業  ○保育所緊急整備事業   

＜本体工事＞  ＜本体工事＞   

単位：千円  単位：千円  

基準額（1施設当たり）  基準額（1施設当たり）  

A地域  B地域  C地域  D地域  A地域  B地域  C地域  D地i或  

北海道・宮城県・秋田県・  北海道・宮城県・秋田県・  
山形県・茨城県・神奈川  山形県・茨城県・神奈川  

書森県・岩手県・福島県・     県・新潟欄・石川県・岐阜  書森県・岩手県・福島県・  
滋賀県・兵庫県・和歌山   徳島県・愛嬢県・福間県・  東京都・富山県・山梨県・     県 

長野県・沖縄県  岡 長野県・沖縄県  府・大阪府・奈良県・鳥取  
府 県・広島県・熊本県・鹿児  

県▲長崎県・宮崎県  島県  県・長峰県・宮崎県  島県  

標準  都市部  標準  都市部  標準  都市部  標準  都市部  標準  都市部  標準  都市部  標準  都市部  標準  都市部   

定員20名以下   82．000  90．200  78．000  85．800  74．000  81，400  70．000  77．000    定員20名以下   82．000  gO．200  78．000  85，800  74．000  81．400  70．000  7丁．000   

定見21－30名   86．000  94．600  82．000  90，200  80．000  88．000  76．000  83．600    定員21～30名   8（；，000  g4．600  82．000  90．200  80．000  88．000  76．000  83．600   

定員31－40名   100．000  110．000  94．000  103，400  90．000  99．000  86．000  94．600    定見31－40名   100，000  110．000  94．000  103．400  gO．000  99．000  86．000  94－600   

定員41～70名   114．000  125．400  108．000  11臥800  102．000  112，200  98，000  10了，800    定員41～70名   114．000  125．400  108．000  118，800  102，000  112，200  98，000  107，800   

定員71～100名   148．000  162，800  142．000  156，200  134．000  147．400  128．000  140．800    定員71～100名   148，000  162，800  14乙000  156．200  134．000  147，400  12軋000  140，800   

定員101～130名   178．000  195，800  170，000  187．000  160．000  176．000  154，000  169，400    定員101～130名  178，000  195，800  170，000  187，000  160，000  1了6，000  154．000  169．400   

定員131～160名  206．000  226．600  198．000  217．800  186．000  204．600  178，000  195，800    定員131～160名  206，000  226．600  198．000  217．800  186，000  204．600  178．000  195，800   

定員161～190名  234．000  257．400  224．000  246．400  212．000  233．200  200，000  220，000    定員161～190名  234，000  257，400  224．000  246．400  212．000  233，200  200．000  220，000   

定員191～220名  260．000  286．000  250，000  275，000  240，000  264，000  224，000  246，400    定員191～220名  260．000  286，000  250．000  275．000  240．000  264．000  224．000  246．400   

定員221～250名  288，000  316．800  276，000  303．600  262，000  28軋200  246．000  270，600    定員221～250名  288，000  316，800  276，000  303．600  262．000  288．200  246．000  270，600   

定員251名以上   320．000  352，000  304．000  334．400  290．000  319，000  276，000  303，600    定員251名以上   320，000  352，000  304，000  334，400  290，000  319．000  276．000  303，600   

特殊附帯工事   12，480  特殊附帯工事   12．480   

創設時における放課  
12，500  

創設時における放課  
後児童クラブの併設   

12．500   
後児童クラブの併設  

設計料加算   総事業費の5％  設計料加算   総事業費の5％   

保育所開設準備費  整備事業開始年度の保育所運営費負担金における3歳児の保育単価月額の1／2を           保育所開設準備費  整備事業開始年度の保育所運営費負担金における3歳児の保育単価月額の1／2を   

加算   定員数の増分加算  加算   定員数の増分加算   

遠室  
地域の余裕スペース  

並立豊臣  

進加豊  迎  旦旦！迎  

－
N
一
－
 
 
 



※豪曹地帯対策特別措置法（昭和37年法律案73号）第2集束2項の規定に基づき指定された特別♯甘地域に所在する場合は、A地域  
基準額を適用し、さらにその定める方法により算定された掴に対して、0．08を乗じて得られた掛続を加算すること。（小数点以  
下切捨て）  

※増築、一部改築等、定員のすべてがエ事にかからない場合は、エ事にかかる定員載を藍傭後の総定員赦で除して得た数を、整備後  
の総定員数の規模における基準軌こ乗じて得た頴を墓相とすること。エ事に係る定A数が算定できない場合は、「定■数＝総定員  
数X改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）  

※大規模修繕等については、対象経費の実支出顔を掛顔とすること。   

※放定こども園を構成する保育所を豊傭する場合、当曇寅保育所の定員規模に該当する基準額とすること。  

ペー 顎；地の会j払スス≡千用廊追加主についTは 別；云1の3（21に蛤当する市■r村が出り■の余裕スペースー勤番 〃I営伸幸 〃〉臣館 〃‡  

☆i30 名までの小趨繍な保育所右塾償する】i舎においT∴太機工暮の補助墓凛偏に加重するこ♪▲  

＜解体撤去工事、仮設施設整備工事＞ （略）  

＜空き教室等を活用し、保育所又は保育所分国を設置する場合＞  

剋途  

※手管地帯対策特別措置法（昭和37年法権集丁3号）第2乗算2項の規定に基づき指定された特別♯モ地欄に所在する場合は、A地域  
基準顕を適用し、さらにその定める方法により算定された基準額lこ対して、0，08を乗じて得られた基準毅を加算すること。（小数点以  
下切捨て〉  
※増築、一部改築等、定員のすべてがエ事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定見動で除して得た数を、整憺後  
の総定1敷の規模における基準故に乗じて得た緩を墓場躾とすること。エ事に係る定員数が井定できない場合は、「定員数＝総定員  
数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）   

※大規模修繕等については、対象経費の実支出貌を基準＃とすること。   

※法定こども園を構成する保育所を整傭する場合、当該保育所の定員規模に該当する基準額とすること．  

＜解体撤去工事、仮設施設整備工事＞ （略）  

基き隼書削1】蘇設当たり）  

握峯   盈五並   

スペース確保曹   迎   遇   

立塵靂   ユ且迎   ユ旦遡   

総毛董曹の5％   

毎度の保 育所運営曹色相会における3歳児の保育単価月舘の1／2を   

血蓋   吉■昌勤の士曽分加豊   

○賃貸物件による保育所整備事業  ○賃貸物件による保育所整備事業  

単位こ千円  

基準額（1施設当たり）   

賃借料   都道府県知事が認めた額。ただし、40，000干円以内とする。   

改修費等（本園）   都道府県知事が認めた額。ただし、25，000干円以内とする。   

改修者等（分蘭）※   都；首府県知塞が認めト鏑∴トドL20．000手円以内とする∧  

改修費等（分園）   都道府県知事が認めた砿。ただし、15，000干円以内とする。   

保育所開設準備費   都道府県知事が認めた韓。ただし、30．000干円以内とする。   

保育所開設準備費  
（小規模な分画聖保育施設）   都道府痕知事が認めた額。ただし、15．000千円以内とする。  

基準額（1施設当たり）   

貸借料   都道府県知事が認めた簸。ただし、40．000千円以内とする。   

改修費等（本圃）   都道府県知事が認めた親。ただし、25．000千円以内とする。   

改修費等（分園）   都道府県知事が認めた額。ただし、15，000千円以内とする。   

保育所開設準備費   都道府県知事が認めた鎮。ただし、30．000千円以内とする。   

保育所開設準備費  
（小規模な分属聖保育施設）   都道府県知事が認めた額。ただし、15，000千円以内とする。  



○子育て支援のための拠点施設整備事業 （略）  

○放課後児童クラブ設置促進事業 （略）  

（2）広域的保育所利用事業 （略）  

（3）家庭的保育改修等事業   

○家庭的保育改修事業  

榊スを活用して行う場合  単位：千円  

○子育て支援のための拠点施設整備事業 （略）  

○放課後児童クラブ設置促進事業 （略）  

（2）広域的保育所利用事業 （略）  

（3）家庭的保育改修等事業   

○家庭的保育改修事業  

基≦隻額（1喜董当たり）   

保育所で行う土島台   呈遇   

退坦  

基準額（1事業当たり）   

保育所で行う場合   20．000   

保育所以外で行う場合   2，000   

基準額（1事業当たり）   

保育所で行う場合   20，000   

保育所以外で行う場合   2．000   

○家庭的保育賃借料補助事業  

ア榊舌用して行う場合  単位：千円  

○家庭的保育賃借料補助事業  

某＝き隻鮪（家庭的保育者1人当たり月緬〕   

嘗借料補助事斐   
55  

基準額（家庭的保育者1人当たり月額）   

賃借料補助事業   50   

基準額（家庭的保育者1人当たり月嶺）   

賃借料補助事業   50   

○家庭的保育者研修事業 （略）  ○家庭的保育者研修事業 （略）   





改  正  後   現  行   

（別紙様式）   （別紙様式）   

番  号   番  号   
平成00年00月00日   平成00年00月00日   

文部科学大臣 00 00   文部科学大臣 00 00   

厚生労働大臣 00 00 殿   厚生労働大臣 00 00殿  

都道府県知事0000  都道府県知事0000  

平成00年度安心こども基金管理運営要領に基づく事業実施状況報告について  平成00年度安心こども基金管理運営要領に基づく事業実施状況報告について  

1～4（略）  1～4（略）   

5 事業実施状況   5 事業実施状況   
〔保育サービス等の充実〕   〔保育サービス等の充実〕   
（1）保育所等整備事業   （1）保育所等整備事業   

① 保育所等緊急整備事業   ① 保育所等緊急整備事業   
ア 保育所緊急整備事業   ア 保育所緊急整備事業   

整備区分  ぬ 増築 増改築  改築 歪諾誓  合計   整備区分   創設】増築 増改築 改築 歪諾誓  合計   

保育所敷くか所〉   保育所敷くか所〉   

うち分園数   うち分園数   

うち認定こども園数   ぅち認定こども画数   

うち地域の余裕スペース  増員数（B－A）〈人〉  

塾  

整備前定員数（A） 

増員数（B－A）〈人〉  ／ ／  
整備後定員数（B） 

地域の余裕スペ‾ 

（注）「保育所数」には、安心こども基金により、年度中に施設整備を完了した保育所数の合計を整備区分ごとに記  

入すること。  

整備前定員数（A） 「うち分園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、分園数を記入すること。  

「うち認定こども園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、幼保連携型認定こども園を構成する  
整備後定員数（B）  保育所数を記入すること。  

「増員数」には、施設整備を行った保育所の整備前後の定員数の合計の差を記入すること。   

（注）「保育所数」には、安心こども基金により、年度中に施設整備を完了した保育所数の合計を整備区分ごとに記  

入すること。  

「うち分園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、分園数を記入すること。  

－
N
∽
－
 
 
 



rうち認定こども園致」には、施設整備を行った保育所致の内政として、幼保連携型認定こども園を構成する  

保育所数を記入すること。   
rうち地域の余裕スペース数」には、卿スを活用し  

た保育所致を記入するこL  
「増員数」には、施設整備を行った保育所の整備前後の定員数の合計の差を記入すること。   
増員数の「うち地域の余裕スペース数」には、内数として地域の余裕スペースを活用した場合の定員数の合  

計の差を記入すること。   

イ 賃貸物件による保育所整備事業  イ 賃貸物件による保育所整備事業  

区  分  実施か所数   定員数   助成額   

賃借料補助  か所   人   千円  

本圃   か所   人   千円  

分園   か所   人   千円  

20人未満分   赴堕   △   王巴   

改修費等補助  か所   人   千円  

本園   か所   人   干円  

分園   か所   人   千円  

20人未満分   か所   人   千円  

保育所開設準備費  か所   人   千円  

認可基準を靴す認可絹稚設   か所   人   干円  

認可基準を批す認可硝育臓の小  

朋な分配保育施設   か所   人   千円   

区  分  実施か所数   定員数   助 成額   

賃借料補助  か所   人   干円  

本圃  か所   人   千円  

うち地域の余裕ス   生壁   ム   王巴  

ペース  

分園  か所   人   干円  

うち地域の余裕ス  か所   人   千円  

竺二塁  

改修費等補助  か所   人   干円  

本国  か所   人   千円  

うち地域の余裕ス   塾匪   ム   王巴  
竺二塁  

分圃  か所   人   、千円  

うち地域の余裕ス   虫垂   △   王巴  
づ二塁  

保育所開設準備費  か所   人   干円  

認可基手指たす認可，帽育船  か所   人   千円  

認可基準を満たす認可外保紬設  

の小娘な分琶！柑育躍  か所   人   千円  

（注）「助成額」には、都道府県から支出した額（国l／2部分のみ）を記入すること。   

（注）一助成額」には、都道府県から支出した抜く国2／3又は国l／2部分のみ）を記入すること。  

ウ （略）   

②～（∋ （略）   

（2） （略）  

ウ （略）   

②～③ （略）   

（2） （略）   



（3）家庭的保育改修等事業   （3）家庭的保育改修等事業   
① 家庭的保育改修事業   ① 家庭的保育改修事業   

実施場所  実施か所数  備  考   実施新実掛所数  備   考   

地域の余裕スペース  か所  自宅 か所  

皇室以吐 か所  
自宅  か所  

保育所 か所  
保育所  か所  

（注）「旦畳込吐」の場合には、備考欄に実施場所を記入すること。  

地域の余裕スペース・自宅・保育所 か所  （記入例：賃貸アパート1か所、商店街の空き店舗1か所）  
以外  

（注〉「地域の余裕スペース・自宅・保育所以外」の場合には、備考欄に実施場所を記入すること。  

（記入例二賃貸ア／トト1か所、商店街の空き店舗1か所）  

②家庭的保育賃借料補助事業  ②家庭的保育賃借料補助事業   

地域の余裕スペースの家庭的保育者  人  家庭的保育者 人  

上記以外の家庭的保育者   人  

③（咤）   ③（略）   

（4）～（6） （略）   （4）～（6） （略）   

〔ひとり親家庭等のへの支援の拡充〕   〔ひとり親家庭等のへの支援の拡充〕   
（1）～（6） （略）   （1）～（6） （略）   

〔社会的養護の拡充〕   〔社会的養護の拡充〕   
（1）～（3） （略〉   （1）～（3） （略）   

〔その他事業（都道府県事務）〕   
（1） （略）   

〔その他事業（都道府県事務）〕  

（1） （略）   

6 添付資料 （略〉   6 添付資料 （略）   

－
N
」
－
 
 
 




